
農業振興地域制度の概要

1. 制度の⽬的
   ⾃然的経済的社会的諸条件を考慮して総合的に農業の振興を図ることが必要
であると認められる地域について、その地域の整備に関し必要な施策を計画的
に推進するための措置を講ずることにより、農業の健全な発展を図るととも
に、国⼟資源の合理的な利⽤に寄与することを⽬的とする。

2. 制度の仕組み
（1）農林⽔産⼤⾂は、⾷料・農業・農村政策審議会の意⾒を聴いて農⽤地等
の確保等に関する基本指針を策定する。

（2）都道府県知事は、農林⽔産⼤⾂と協議し、基本指針に基づき農業振興地
域整備基本⽅針を定め、これに基づき、都道府県知事は、 農業振興地域を指定
する。

（3）指定を受けた市町村は、知事と協議し、農業振興地域整備計画を定め
る。

     農業振興地域整備計画で定める事項等

     ア   農⽤地利⽤計画
     イ   農業⽣産基盤の整備開発計画
     ウ   農⽤地等の保全計画
     エ   規模拡⼤農⽤地等の効率的利⽤の促進計画
     オ   農業近代化施設の整備計画
     カ   農業を担うべき者の育成確保のための施設の整備計画
     キ   農業従事者の安定的な就業の促進計画
     ク   ⽣活環境施設の整備計画
     ケ   必要に応じ、イ〜クにあわせて森林整備その他林業の振興との関連に
関する事項

（4）農⽤地利⽤計画は、農⽤地等として利⽤すべき⼟地の区域（農⽤地区
域）及びその区域内にある⼟地の農業上の⽤途区分を定める。

     農⽤地区域に含める⼟地

     ア   集団的農⽤地（10ha以上）

     イ   農業⽣産基盤整備事業の対象地

     ウ   ⼟地改良施設⽤地

     エ   農業⽤施設⽤地（2ha以上⼜はア、イに隣接するもの）
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     オ   その他農業振興を図るため必要な⼟地 

（5）国の直轄、補助事業及び融資事業による農業⽣産基盤整備事業等につい
ては、原則として農⽤地区域を対象として⾏われる。

（6）農⽤地区域内の⼟地については、その保全と有効利⽤を図るため、農地
転⽤の制限、開発⾏為の制限等の措置がとられる。

（7）農⽤地等の確保等に関する基本指針及び農業振興地域整備基本⽅針に確
保すべき農⽤地等の⾯積の⽬標を定め、農林⽔産⼤⾂ は、毎年、都道府県の⽬
標の達成状況を公表する。 
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3. 農業振興地域内の農地転⽤

（1）農⽤地区域内の農地の転⽤については、農⽤地利⽤計画において指定された⽤途に供する場合以外
認められない。なお、農⽤地利⽤計画の変更（農⽤地区域からの当該農地の除外）が必要と認められる
場合は、農⽤地利⽤計画の変更をした上で農地法による転⽤許可を得る必要がある。

（2）農⽤地区域以外の農業振興地域（⽩地地域）における農地の転⽤については、本法による開発規制
は⾏われないが、農地法による転⽤許可が必要になる。
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 4. 農⽤地区域に含まれない⼟地等 

（1）⼟地改良法第7条第4項に規定する⾮農⽤地区域内の⼟地、優良⽥園住宅建設計画に従い優良⽥園住宅の⽤に供さ
れる⼟地、農村地域への産業の導⼊の促進等に関する法律等のいわゆる地域整備法の定める計画の⽤途に供される⼟
地、公益性が特に⾼いと認められる事業の⽤に供される⼟地は、農⽤地区域に含まれない⼟地となる。

（2）（1）以外で、除外の必要が⽣じた場合は、次の要件をすべて満たすもの

       ア 農⽤地区域以外に代替すべき⼟地がないこと

       イ 地域計画の達成に⽀障を及ぼすおそれがないこと

       ウ 除外により、⼟地の農業上の効率的かつ総合的な利⽤に⽀障を及ぼすおそれがないこと

       エ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農地の利⽤の集積に⽀障を及ぼすおそれがないこと

       オ 除外により、農⽤地区域内の⼟地改良施設の有する機能に⽀障を及ぼすおそれがないこと

       カ 農業基盤整備事業完了後8年を経過しているものであること

 （3）農⽤地等を農⽤地区域から除外する場合は、農⽤地利⽤計画の変更⼿続きが必要となる。

      農⽤地区域の変更を内容とする農⽤地利⽤計画の決定に当たっては、関係権利者の意向を反映させ
るため、農⽤地利⽤計画案を公告し、おおむね30⽇間縦覧するとともに、15⽇間の異議申出の期間を設
けている。

      また、農地転⽤を伴う場合は、農地転⽤許可処分との整合を保つため、事前に転⽤許可権者との調
整を図ることとされている。

user
長方形



   

 ・



農 業 振 興 地 域 制 度 の 概 要 － 農振法（昭和４４年制定） －

目的：農業を振興すべき地域の指定と当該地域の農業的整備のための施策の計画的推進を図り、農業の健全な発展と国土資源の合理的利用に寄与する。
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都道府県

農用地等の確保等
に関する基本指針
（面積目標等）

農業振興地域
整備基本方針
（面積目標等）

市町村がおおむね10年を見通して農用地として利用すべき
土地として設定した区域 ［転用原則禁止］

課題 効果
都道府県が農業振興を図るべき地域
として指定した地域

（市町村が農振整備計画を作成）

計画達成措置

○農地法による
転用許可制度

○ 生産基盤整備
等農業施策の
集中的実施

○ 農地集団化等
の交換分合

○ 施設の適切配
置等の協定

○ 開発行為規制

○ 税制優遇措置

等

農業振興地域の
指定・変更

市町村

農業振興地域
整備計画

○農用地利用計画
農用地区域の設定・変更

○農業振興のマスター

プラン

協議

協議

権利者・地域住民

公告縦覧 意見提出
異議申出

日本の農地面積は、
宅地等への転用や
耕作放棄等により
年々減少。

食料供給力の低下
が懸念。

農地は農業生産の
最も基礎的な資源。

優良農地を良好な
状態で確保すること
が重要。

・農業生産に支障の
少ない農地から順
次転用されるよう
誘導

・転用目的実現性を
審査し、投機的な
農地取得を防止

除外要件

～農地転用のための農用地区域からの除外～

○ 道路等や地域の農業振興に関する市町村の計画に基づく施設

等の公益性が特に高いと認められる事業の用に供する土地

○ 上記以外の場合は、次の要件を満たす場合に限り除外が可能

ア 農用地以外の土地とすることが必要かつ適当で、農用地区域

以外に代替すべき土地がないこと

イ 地域計画の達成に支障を及ぼすおそれがないこと

ウ 農業上の効率的かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれが

ないこと

エ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利

用集積に支障を及ぼすおそれがないこと

オ 土地改良施設の機能に支障を及ぼすおそれがないこと

カ 農業生産基盤整備事業完了後８年を経過していること

○ 次の土地については農用地区域に設定

ア 集団的農用地（１０ｈａ以上）

イ 農業生産基盤整備事業の対象地

ウ 農道、用排水路等の土地改良施設用地

エ 農業用施設用地（２ｈａ以上又はア、イに隣接するもの）

オ その他農業振興を図るために必要な土地

設定要件（万ha）

農地面積の推移
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